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国際協力機構 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 

１．案件名                                                 

 国 名： フィリピン共和国 

 案件名： 道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上プロジェクト（フェーズ II） 

 Improvement of Quality Management for Highway and Bridge Construction 

and Maintenance, Phase II 

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における道路交通セクターの現状と課題 

公共事業道路省（Department of Public Works and Highways、以下「DPWH」）はフィ

リピン共和国の道路・橋梁の建設・維持管理を担う中央省庁である。DPWHが2010年

8 月に行ったインベントリー調査によると、同国の総道路延長は約 213,150km（高速道

路を除く）、内、国道（29,898km）、州道（30,925km）、市・町道（30,626km）、残りは生活

区域等から基幹道路までのアクセス道路となる最小行政区道である。 

DPWH が 2009 年 12 月に国道を対象に行ったインベントリー調査では、舗装されて

いる道路の割合が約 70％、未舗装道路の割合が約 30％であるが、舗装されている

道路においても、その内、約 30％の道路はＤＰＷＨの点検基準により舗装のひび割

れ、わだち掘れ等による「不可」以下の状態と判断されており、全国道の約半分は補

修もしくは改良、改修が必要な状態であると考えられる。DPWH の道路整備に関する

中期計画（Medium-term Program 2005-2010）においては「国道の 95％を舗装道路と

し、かつ良好な状態とすること」を目指していたが依然途上であり、道路・橋梁の維持

管理体制の更なる強化が喫緊の課題となっている。 

本事業は技術協力事業「道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上プロジェク

ト」（2007 年 2 月から 2010 年 2 月）のフェーズⅡとして、同国政府から、我が国に要請

されたものである。DPWH は予算や計画、各種基準等を司る本省と、地方の現場にお

いて道路・橋梁の建設、維持管理を担う 16 のリージョンオフィス、リージョンオフィスが

監理監督する175のディストリクトエンジニアリングオフィスで構成されるが、特に地方

技術者の能力向上が不可欠であるという背景1から、本事業フェーズⅠではバギオ、

セブ、ダバオの 3 つのリージョンオフィスをモデルとして技術研修講師の育成等を行い、

その成果を他のリージョンオフィスにも普及することを目的に実施された。本事業フェ

ーズⅠの終了時評価（2009 年 12 月）では、道路・橋梁維持管理に係る各種マニュア

ル等の整備、研修等により道路・橋梁の維持管理に関する個々の技術・知識につい

てはおおむね達成目標を充たすことはできたものの、一連の流れを包括的に理解し

事業を進めていくための知識・技術について今後も引き続き強化していく必要がある

                                                  
1 本省が担当する外国援助の建設プロジェクトは国際入札の結果、施工管理も海外のコンサルタ

ントが行い、道路・橋梁は一定の品質で建設されるものの、自国予算でリージョンオフィスが所掌

する建設の品質は低く、地方技術者の研修機会も本省に比して限定的であった。 
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と結論付けている。道路・橋梁の維持管理体制を整えるためには、点検計画、点検、

点検評価、補修計画、補修・対策工という一連の維持管理サイクルを確立する必要

があるものの、DPWH は、道路では特に斜面維持管理、橋梁については詳細点検や

点検結果の評価に引き続き課題を有しており、維持管理サイクルが確立されていな

い。 

一方、DPWH は、行政組織のスリム化を目指し、組織合理化計画（Rationalization 

Plan）を進行中である。同計画では、道路・橋梁の日常・定期的維持管理にかかる実

際の作業は外部に委託、DPWH はこれを監理するという基本方針を示している。しか

しながら、維持管理業務の外部委託化を進めるにおいても、委託する作業の品質を

監理するためには、DPWH が道路・橋梁の維持管理に係る一定の技術を習得し、維

持管理サイクルを確立する必要があり、本事業を我が国に要請したものである。  

 

（2）当該国における道路交通セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

同国の「中期開発計画」（2011～2016 年）では、道路・橋梁のインフラ整備が輸送

のコストを縮減し、経済活動を活発化するものとして、優先課題に掲げられている。 

また、DPWH の道路整備に関する中期計画（Medium-term Program 2011-2016）は

JICA も協力を行いつつ作成途上であるが、特に既存インフラの維持管理に重点を置

く方針が確認されている。 

 

（3）道路交通セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対フィリピン国別援助計画（2008 年 6 月公表）においては、経済成長を支

える主要な運輸・交通網の整備・改善について協力することを方針としている。援助

国間の意見調整、援助調整のための対話の場として世界銀行、同国政府が主催す

るフィリピン開発フォーラムにおいて、我が国はインフラ分科会の共同議長を務める

など、同国のインフラ開発に対し政策レベルでのイニシアティブを発揮している。この

ような機会を通じ、道路交通網の一層の拡充と共に、既存道路網の維持管理強化・

改善、行政機関の事業実施能力改善等の必要性が強く認識されている。 

JICA の協力実績としては、DPWH 計画局等に対する政策アドバイザーを派遣し、カ

ウンターパートの能力強化を図りつつ、道路整備戦略の策定、これに沿った道路開

発の案件形成、事業化を支援してきている。直近の例では、2011 年 3 月 31 日に L/A

を締結した円借款事業「道路・改良保全事業」において既存の幹線国道を整備すると

ともに、長期性能規定型維持管理2の実施等を通じた DPWH の維持管理能力向上事

業が進行中である。 

 

                                                  
2道路の維持管理をあらかじめ決められた規定に則り、5 年間等の期間、民間企業に委託す

る維持管理手法。 
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（4）他の援助機関の対応 

世界銀行はフィリピン国「幹線国道改良事業（NRIMP: National Road Improvement 

& Management Program）」において長期性能規定型維持管理の導入を含む道路・橋

梁維持管理の協力を進めている。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

 本事業は、ＤＰＷＨ本省及びモデルリージョンオフィス技術者の道路・橋梁の点検、

補修等技術の向上、維持管理サイクル改善を行うことにより、ＤＰＷＨ本省及びモデ

ルリージョンオフィスの道路・橋梁維持管理能力の向上を図り、もってフィリピンの道

路・橋梁の維持管理改善に寄与する。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

 DPWH 本省（マニラ）及び以下の 3 モデルリージョンオフィス。 

コルディレラ行政リージョン（バギオ）、リージョンⅦ（セブ）、リージョン XI（ダバオ） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・直接受益者：本省及びモデルリージョンオフィス管内ディストリクトエンジニアリング

オフィスの技術者、約 650 名 

・間接受益者：モデルリージョンオフィス以外のリージョンオフィス技術者、モデルリー

ジョンオフィス管内の道路・橋梁利用者 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2011 年 10 月から 2014 年 9 月を予定（計 36 ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

3.5 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

 DPWH 本省（計画局、設計局、建設局、維持管理局、調査標準局）及び 3 リージョン

オフィス（コルディレラ行政リージョン、リージョンⅦ、リージョン XI） 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

・専門家 

道路維持管理／維持管理サイクルマネジメント、道路斜面パイロットプロジェクト監理、

橋梁維持管理／維持管理サイクルマネジメント、橋梁維持管理マニュアル、橋梁補
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修パイロットプロジェクト監理、プロジェクトの効果的実施に必要となるその他の専門

家（83MM） 

・供与機材 

 車両、事務機器、研修用機材等 

・本邦／第三国研修 

 道路・橋梁の維持管理分野等、延べ 9 名程度 

・在外事業強化費 

 交通費、通信費、研修実施経費（機材費等） 

 

2）フィリピン国側 

・カウンターパートの配置 

 本省及び各モデルリージョンオフィス（総計 20 名程度） 

・設備、機材 

 本省及び各モデルリージョンオフィスにおけるプロジェクトオフィススペース並びにオ

フィス設備、プロジェクト活動に必要な資機材 

・プロジェクト活動に必要な経費 

 パイロットプロジェクト実施費用、研修等プロジェクト活動参加のためのカウンターパ

ート及び対象技術者の旅費・日当、その他プロジェクト活動に必要な経費 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響 

①カテゴリ分類 C 

②カテゴリ分類の根拠 

 道路・橋梁分野に係る人材育成を目的とした案件であり、環境への望ましくない 

影響はほとんどないと考えられる。 

 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

 特になし 

 

3)その他 

本事業ではパイロットプロジェクトとして、道路斜面対策工事、橋梁補修工事の 

実施が予定されているが、基本的には既存施設の補修である。工事期間中に一 

部交通規制の必要が生じる可能性が想定されるが、関係機関との調整、住民への

事前説明を実施するなど配慮する。 

（9）関連する援助活動（活動レベルで連携するもの） 

－ 93 －
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1）我が国の援助活動 

 特になし 

2）他ドナー等の援助活動 

 特になし 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標： 

道路・橋梁の維持管理に係る DPWH 全体の能力が向上する。 

指標：1．プロジェクトで作成／改訂されたマニュアル／ガイドライン、プロジェクトの活

動に参加した技術者を活用した、モデル地域以外での道路・橋梁の維持管

理に係る研修の実績。 

指標 2．モデル地域以外における、プロジェクトで作成／改訂されたマニュアル／ガイ

ドラインを活用した道路・橋梁の検査／補修の実績。 

指標 3．モデル地域以外における、道路・橋梁の状況の改善度（点検マニュアルに則

った維持管理がなされていないと判断される道路総延長、橋梁の数が、

XX％減少する）。 

 

2）プロジェクト目標： 

 DPWH モデル 3 リージョンオフィス及びディストリクト・エンジニアリングオフィスの道

路・橋梁の維持管理に係る能力が向上する。 

指標 1．モデル 3 リージョンにおいて、DPWH 技術者がプロジェクトで作成／改訂され 

たマニュアル／ガイドラインを活用して実施した道路・橋梁の検査／補修の

実績。 

指標２．モデル 3 リージョンにおいて、DPWH 技術者が定期点検／詳細点検結果に基 

づく補修等対策を実施した実績。 

指標３．モデル 3 リージョンにおける、道路・橋梁の状況の改善度（点検マニュア 

ルに則った維持管理がなされていないと判断される道路総延長、橋梁の 

数が、XX％減少する）。 

 

3）成果及び活動 

成果 1．道路・橋梁の維持管理サイクルが改善する。 

【指標】 

1-1．維持管理サイクルに係る技術作業部会／ワークショップに参加した参加者の理 

解度（参加者の XX％が維持管理サイクルに係る課題及び改善策を答えることが 

できる）。 

1-2．道路・橋梁の維持管理サイクルの改善に向けた試行策の実績。 

－ 94 －
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【活動】 

1-1．技術作業部会（TWG）3は、道路・橋梁の維持管理サイクルの現状を見直し、課 

題を確認する。 

1-2．TWG は、道路・橋梁の維持管理サイクルの改善策を検討する。 

1-3．TWG は、道路・橋梁の維持管理サイクルの改善に向けた試行策を実施する。 

1-4．TWG は、道路・橋梁の維持管理サイクルに係るワークショップを開催する。 

 

成果 2．道路斜面維持管理に係るモデルリージョンオフィス技術者の能力が向上す 

る。 

【指標】 

2-1．プロジェクトでの研修、道路斜面管理に係るパイロットプロジェクトに参加した技 

術者の知識及び技術の向上度の自己認識（参加者の XX%が自らの知識及び技

術が向上したと認識する）。 

2-2．技術者の、プロジェクトにより改訂された道路維持管理に係るマニュアル／ガイ 

ドラインについての理解度。 

【活動】 

2-1．道路斜面管理システム（RSMS）及び同マニュアルの活用を促進する。 

2-2．道路斜面維持管理技術に係るパイロットプロジェクトを実施する。 

2-3．フェーズ I で整備した道路維持管理・品質管理に係るマニュアル及びガイドライ

ンを見直し、必要に応じて改訂する。 

2-4．日常維持管理マニュアル（RMMM）を見直し、必要に応じて改訂する。 

 

成果 3．橋梁維持管理に係るモデルリージョンオフィス技術者の能力が向上する。 

【指標】 

3-1．プロジェクトでの橋梁詳細点検、橋梁補修に係るパイロットプロジェクトに参加し

た技術者の知識及び技術の向上度の自己認識（参加者の XX%が自らの知識及

び技術が向上したと認識する）。 

3-2．技術者の、プロジェクトにより作成／改訂された橋梁維持管理に係るマニュアル

／ガイドラインについての理解度。 

【活動】 

3-1．橋梁管理システム（BMS）に係る詳細点検マニュアルを作成する。 

3-2．詳細点検マニュアルを使った橋梁詳細点検を実施する。 

3-3．橋梁補修に係るパイロットプロジェクトを実施する。 

3-4．フェーズ I で整備した橋梁維持管理・品質管理に係るマニュアル／ガイドラインを 

                                                  
3 技術作業部会（Technical Working Group）は、DPWH 本省の計画局、設計局、建設局、維持

管理局、調査標準局の責任者により構成され、道路・橋梁維持管理サイクルの改善のために

各部局間の業務分掌や業務のやり方などの見直しを図り、改善策を検討・実施する。 
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見直し、必要に応じて改訂する。 

3-5．日常維持管理マニュアル（RMMM）を見直し、必要に応じて改訂する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・指標の具体的な基準値、目標値は、プロジェクト開始後のベースラインサーベイによ

って設定する。 

・成果１において本省各部局から課長級のカウンターパートを配置して TWG を組織し、

本省部局間の業務分掌や業務のやり方等の見直しを図り、道路の運営・維持管理

の現場業務の支障となっている問題点を洗い出し、運営・維持管理サイクルが円滑

に行われるような改善のアクションプランを策定、実施する。成果２及び３において

道路斜面管理と橋梁維持管理という個別具体的な技術向上を行う。これら成果が

達成されることにより、フェーズ I にて取りこぼされていた個別の技術を含んだ全体

的な運営・維持管理サイクルが確立し、さらにそれをマネジメントレベルでも理解す

ることによって円滑な道路の運営・維持管理がなされるようになり、プロジェクト目標

の達成につながる。 

・パイロットプロジェクト実施に当たっては、DPWH が予算を確保することとなっている

ため、DPWH と予算、実施時期等について事前に十分協議し、プロジェクトの全体工

程に影響が出ないよう留意する。そのため、カウンターパートとサイト選定、補修工

法選定、工費等について早めに検討することとする。工事発注に当たっては、設計

図書準備・積算・業者選定・契約等、調達に一定の期間を要するので、カウンターパ

ートを十分支援しながら進めていく。また、パイロットプロジェクト施工機会を OJT と

して活用するため全体工程に配慮しつつ検討していく。 

 

（2）その他インパクト 

 DPWH が組織合理化により維持管理業務の外部委託化を進めることを考慮し、モデ

ルリージョンオフィスでの OJT には各地域のコンサルタントやコントラクターも参加を

可能とすることで、同国の道路・橋梁の維持管理技術の向上に貢献することが期待さ

れる。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

1．フィリピン政府はプロジェクトに係る予算を遅延なく手当する。 

2．3 モデルリージョンオフィスにおいて、プロジェクト活動のサイトが確保される。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

1．モデルリージョン技術者の離職／異動率がプロジェクト開始時より増加しない 
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（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

1．プロジェクトで作成／改訂したマニュアル／ガイドラインについて DPWH 本省の承

認が遅れない。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

1．モデルリージョン以外で道路・橋梁の維持管理に係る活動を実施するための予算

が手当される。 

2．道路・橋梁分野に係る同国政府の政策が変更されない。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、フィリピン共和国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に

合致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

本事業フェーズ I では、研修を受けたモデルリージョンオフィスのカウンターパート

が講師となり、リージョンオフィス、ディストリクトエンジニアリングオフィス技術者に研

修を実施し、また、他リージョンオフィス技術者への研修でも講師となる機会が与えら

れ、協力の成果が面的広がりをもって展開された。また、技術者が実際に点検・補修

等を経験するパイロットプロジェクトが実施され、実践的に能力向上が図られる手段

は有効であったことから、フェーズ II においてもコアとなる研修講師の育成、パイロット

プロジェクトを取り入れるアプローチが踏襲される。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

事業開始１ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

以 上 
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